
決
算

　

多
く
の
方
々
か
ら
い
た
だ
き
ま

し
た
義
援
金
は
、
平
成
25
年
３
月

31
日
現
在
、

２
，
１
７
２
万
２
，
５
７
８
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
う
ち
24
年
度
に
お
い
て

は
、「
町
内
会
育
成
振
興
事
業
」

と
「
一
部
損
壊
住
宅
修
繕
工
事
費

助
成
金
」
に
、

５
２
４
万
１
，
５
４
９
円

を
事
業
の
財
源
と
し
て
充
当
し
ま

し
た
。
残
額
１
，
６
４
８
万
１
，

０
２
９
円
に
つ
い
て
も
、
今
後
復

旧
・
復
興
事
業
の
財
源
に
充
当
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

皆
様
の
温
か
い
ご
支
援
あ
り
が

と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

 

平
成
24
年
度
の
決
算
状
況
は
、

桑
折
総
合
計
画
「
復
興
こ
お
り
創

造
プ
ラ
ン
」
初
年
度
と
し
て
、
町

民
生
活
の
安
定
に
資
す
る
こ
と

を
最
優
先
さ
れ
る
べ
き
も
の
と

と
ら
え
、
特
に
放
射
性
物
質
の

除
染
業
務
を
本
格
的
に
実
施
す

る
と
と
も
に
、
可
能
な
限
り
国

お
よ
び
県
な
ど
か
ら
特
定
財
源

の
確
保
に
努
め
な
が
ら
、
効
果

的
な
予
算
執
行
を
図
り
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
歳
入
総
額
79
億
６
，

２
７
０
万
円
（
前
年
度
比
23
・

６
％
の
増
）、
歳
出
総
額
74
億
８
，

２
０
２
万
円
（
前
年
度
比
26
・

８
％
の
増
）、
歳
入
歳
出
差
引
額

会計区分 歳　入 歳　出 差引額
国民健康保険 16億 3,221 万 15億 3,265 万 9,956 万
後期高齢者医療 1億 4,817 万 1億 4,802 万 15万
介護保険 11億 9,943 万 11億 9,855 万 88万

公共下水道事業 3億 5,486 万 3億 4,479 万 1,007 万

歳入の特徴
歳出の特徴

平成24年度

会計区分 基金名 残　高
一　　般 財政調整基金 10億 2,732 万

減債基金 1億 3,359 万
その他特定目的基金 17億 2,285 万
土地開発基金 1億 6,888 万
その他定額運用基金 7,567 万

合　　計 31億 2,831 万
国民健康保険 国民健康保険給付費支払準備基金 9,699 万
介護保険 介護給付費準備基金 3,133 万

区　　分 収　入 支　出 差引額
収益的収支 3億 4,303 万 3億 997万 3,306 万
資本的収支 7,238 万 1億 8,368 万 ▲ 1億 1,130 万

■各種基金の残高［平成 24年度末］ （単位：円）■特別会計決算 （単位：円）

■水道事業会計決算 （単位：円）

※ 資本的収支の不足額 1億 1,130 万円は、留保資金および積立金などで補てん

は
、
４
億
８
，
０
６
８
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
平
成
25

年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源

１
億
２
，
３
５
９
万
円
を
差
し
引

い
た
３
億
５
，
７
０
９
万
円
が
剰

余
金
と
な
り
、
決
算
は
黒
字
で
し

た
。
剰
余
金
の
う
ち
、
２
億
円
を

財
政
調
整
基
金
に
積
み
立
て
、
残

り
１
億
５
，
７
０
９
万
円
を
平
成

25
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

予
算
の
執
行
に
当
た
っ
て
は
、

緊
急
・
重
点
事
業
の
選
択
化
と
諸

経
費
の
節
減
・
合
理
化
を
図
る
な

ど
、
財
源
の
重
点
的
か
つ
効
果
的

な
配
分
を
行
い
、
健
全
な
財
政
運

営
に
努
め
ま
し
た
。

一
般
会
計
収
支
決
算
の
状
況

（単位：円）

費　目 決算額 対前年度増減

消防費 195,333 131,085
総務費 95,729 23,603
民生費 83,383 ▲410
教育費 44,478 296
衛生費 41,897 2,870
土木費 35,456 ▲14,205
公債費 35,371 907
災害復旧費 29,823 ▲13,370
農林水産業費 17,746 4,715
議会費 6,938 ▲1,106
商工費 4,610 ▲515
諸支出金 0 ▲771
合計 590,764

町民 1人あたりの
町税負担額 106,467 1,057

■町民１人あたりの歳出決算額■性質別歳出内訳

27.5%

61.6%

10.9%

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

義　

援　

金

こ
の
ほ
ど
町
の
家
計
簿
で
も
あ
る
平
成
24
年
度
の
決
算
が
ま
と

ま
り
ま
し
た
。
決
算
は
皆
さ
ん
が
納
付
さ
れ
た
税
金
、
国
や
県

か
ら
の
補
助
金
・
交
付
金
な
ど
が
い
く
ら
入
っ
て
き
て
、
ど
の

よ
う
に
使
っ
た
か
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
町
の
一
年
間

の
あ
ゆ
み
・
記
録
と
な
る
も
の
で
す
。

一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出
状
況
と
主
な
事
業
、町
の
借
金
（
町
債
）

や
貯
金
（
基
金
）
の
残
高
、
各
特
別
会
計
の
収
支
状
況
な
ど
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

＝用語の説明＝
【一般会計】
福祉や教育・土木といった
一般的な事業に使われ、町
事業の基本となる会計
【自主財源】
町税や使用料など、町が自
主的に収入できるお金
【依存財源】
地方交付税など、国や県の
意思によって額が決められ
割り当てられるお金
【町税】
町民の皆さんや法人が町に
納める税金
【繰入金】
各種基金の取り崩しや他会
計から繰り入れるお金
【地方交付税】
自治体の財政力に応じて国
から交付されるお金
【国庫・県支出金】
特定の目的のために国や県
から交付されるお金
【町債】
国や銀行などから借りるお
金
【公債費】
借入金（町債）の返済に使
うお金

地方譲与税
8,490 万
1.1%（－612万）

使用料・手数料
寄付金
6,416 万  0.8％
（－ 3,374 万）

県支出金
25 億 4,505 万  32.0%
（＋16億 349万）

町債
2億9,140万  3.6%
（－4,090 万）

地方消費税交付金
1 億 1,336 万
1.4%（－ 18万）

国庫支出金
8億 2,425 万
10.4%
（＋6,979万）

繰越金
3 億 2,091 万
4.0%（＋1,280万）

繰入金
2億5,341万  3.2%
（＋ 2億 1,513 万）

諸収入
8,603 万  1.1%
（－1,671 万）

分担金・負担金
7,461 万  1.0%
（－170万）

地方交付税
19 億 4,813 万
24.5%
（－2億7,587万）

町税
13 億 1,757 万
16.5%（－ 3,083 万）

その他
3,525 万
0.4%
（－705万）

財産収入
376万  0.0%
（－76万）

教育費
5 億 6,332 万
7.5%（－186万）

民生費
10 億 5,605 万
14.1%
（－ 1,583 万）

農林水産業費
2 億 2,476 万
3.0%（＋ 5,807 万）

商工費
5,838 万
0.8%
（－718万）

議会費
8,787万  1.2%
（－ 1,504 万）

消防費
24 億 7,389 万 
33.1%
（＋ 16 億 5,203 万）

災害復旧費
3 億 7,770 万
5.0%（－ 1 億 7,482 万）

衛生費
5 億 3,062 万
7.1%（＋ 3,139 万）

公債費
4 億 4,797 万
6.0%（＋712万）

総務費
12 億 1,240 万
16.2%
（＋ 2 億 8,977 万）

諸支出金
0 万  0%
（－ 987万）

土木費
4 億 4,906 万
6.0%
（－1億8,621万）

79億6,270万円74億8,202万円 ※％は総額に占める構成比
（　）は対前年度増減額を表示

■
決
算
は
黒
字

■
可
能
な
限
り
特
定
財
源
を
確
保
し
た
効
果
的
な
運
営

原発事故対策のための、
県支出金が大幅に増加し
ました。また、繰入金は、
東日本大震災復興交付金
基金から造成宅地滑動崩
落緊急対策事業や災害公
営住宅整備事業の事業費
として繰入れるため増加
しました。地方交付税や、
地方特例交付金は減少し
ましたが、総額では増加
しました。
歳入構成の内訳はグラフ
のとおりです。町税など
の自主財源は 26. ６％
で、前年度より３. ９％
減りました。依存財源
は 73. ４％で前年より
３.９％増となりました。

前年度比で大幅に増えた
のは消防費で、除染対策
事業や被災家屋等解体撤
去事業によるものです。
また、総務費は東日本大
震災復興交付金基金等へ
の積立金による増加で
す。一方、災害復旧費は、
復旧工事が概ね 23年度
で完了したため、土木費
はまちづくり交付金事業
の規模が縮小したことか
ら減少しました。
歳出構成の内訳はグラフ
のとおりです。（目的別
の事業内訳の主なものは
次ページ参照）

投資的経費 8億 1,979 万円
普通建設事業費　2億 9,523 万円
災害復旧事業費　5億 2,456 万円

義務的経費 20億 5,071 万円
人件費　10億 8,875 万円
扶助費　  5 億 1,399 万円
公債費　  4 億 4,797 万円

 歳出のうち、その支出が義務づけ
られ、簡単に削減できない経費

 【物件費】
委託料や賃金、旅費などに関する経費

【繰出金】
他会計や各種基金へ繰り出すための経費

【補助費等】
さまざまな団体への補助金・負担金に関
する経費

一
般
会
計
決
算
の
不
認
定

　

９
月
議
会
定
例
会
で
、
一
般
会

計
決
算
が
不
認
定
と
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
中
央
公
民
館
の
対

処
方
法
へ
の
指
摘
お
よ
び
、
定
期

監
査
に
お
い
て
一
部
不
適
切
な
事

務
処
理
（
収
入
年
度
誤
り
・
収
入

の
同
一
案
件
二
重
調
定
）
が
確
認

さ
れ
、指
摘
を
受
け
た
か
ら
で
す
。

　

今
後
は
事
務
事
業
の
実
施
に
つ

い
て
は
議
会
の
理
解
を
得
る
よ
う

更
に
説
明
に
努
め
る
と
と
も
に
、

財
務
処
理
体
制
の
強
化
に
よ
り
再

発
防
止
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

その他経費 46億 1,152 万円
物件費　　25億 9,432 万円
繰出費　　  5 億 8,982 万円
補助費等　  5 億 4,915 万円
その他　　  8 億 7,823 万円

歳入
（単位：円）

目的別
歳出
（単位：円）

自主財源
26.6%

依存財源 73.4%
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平成24年度 町財政の
『健全化判断比率』
『資金不足比率』

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成 24年度
決算における町財政の「健全化判断比率」および「資金不足比率」をお
知らせします。
　一般会計は健全化判断比率で、公営企業会計は資金不足比率で算定し
ます。各指標とその過去３年間の推移については、下記の表のとおりです。

（単位：％）

　　区　　　分 ※（ ）内は早期健全化基準 22 年度 23年度 24年度

健全化判断比率

実質赤字比率 （15.0） ― ― ―

連結実質赤字比率 （20.0） ― ― ―

実質公債費比率 （25.0） 13.8 13.7 11.9 

将来負担比率 （350.0） 120.6 68.6 41.3 

資金不足比率 （20.0）
水道事業会計 ― ― ―

公共下水道事業特別会計 ― ― ―

▶実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金の標準財政規模に対する割合の３か年平均値。
　　　　　　　　　家計に例えると・・年収に占める年間の借金返済額の割合。
▶将来負担比率　：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。
　　　　　　　　　家計に例えると・・年収の何年分の借金があるのかを示した割合。

今年度の当初予算総額は 149 億 1,600 万円で
したが、その後の予算補正により９月末の予算
現額は、150億 4,979 万円となりました。

平成25年度
一般会計上半期予算状況

【予算補正の主なもの】
▶中央公民館分室管理運営費 631 万円

▶風しん予防接種補助 210 万円

▶消防施設災害復旧工事 950 万円

▶園芸産地復興支援対策事業 1,500万円

▶公共下水道事業特別会計繰出金（災害復旧） 2,184万円

町債の状況
　町債残高は、実質公債費
比率、将来負担比率に大き
く係わってくるものです。
右のグラフは平成 20年度～
24 年度までの、一般会計・
公共下水道事業特別会計・
水道事業会計の町債残高の
推移です。

※帯内の各数値が、会計年
度ごとの残高になります。

※ 町債については、その元利償還金の一定割合が「地方交付税」に算入・交付されるものを活用し、後年度における財政
負担の軽減を図っています。

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（年度）

（億）

21 億 8,806 万

22億 190万

22億 2,715 万

21億 9,184 万

18億 9,088 万

17億 9,348 万

16億 7,746 万

15億 6,828 万

14億 6,645 万

公
表
　桑折町は、実質公債費比率、将
来負担比率ともに減少しており、
本町の財政状況および公営企業の
経営状況は、健全性が保たれてい
る状況にあるといえます。
　実質公債費比率は、平成 24 年
度の公債費に準ずる債務負担行為
支出額が減額したことなどにより
減少しました。また、将来負担比
率は、将来の公営企業債に対する
繰出見込額の減や、基金積立額の
増などにより減少しました。 ※ 健全化判断比率の実質赤字比率、連結実質赤字比率、および資金不足比率は、赤字や資金不足になってい

ないために「－」で記載しています

会計区分 23年度末残高（A） 24年度借入額（B） 24年度償還金元金（C） 24年度末残高
（A）＋（B）－（C）

町債
一般会計 45億 1,559 万 2億 9,440 万 3億 7,615 万 44億 3,384 万
公共下水道事業特別会計 21億 9,184 万 6,380 万 1億 2,765 万 21億 2,799 万

企業債 水道事業会計 15億 6,828 万 0 1億 183万 14億 6,645 万

「復興こおり創造プラン」７つの基本構想別

平成 24年度の主な使いみち

（単位：万円）

H23

H20

H21

H22

H24

■残高の推移（単位：円） 会計内訳 一般会計 公共下水道事業 水道事業

45億 6,572 万

45億 1,325 万

45億 4,192 万

45億 1,559 万

44億 3,384 万 21億 2,799 万

■平成 24年度末　町債等の残高 （単位：円）

Ⅰ．災害に強い安全で安心な町
消防団運営費、消防施設整備・管理費 4,909

防災対策費
（防災訓練、県総合情報通信ネットワーク事業負担金等） 879

災害復旧費（防災行政無線デジタル化事業等） 10,337

伊達地方消防組合負担金 16,755

防犯対策費（防犯灯設置及び修繕等） 837

交通安全対策費（カーブミラー補修工事等） 274

Ⅱ．みんなで支える健康で人に優しい町
原発事故対策費（内部被ばく検査、食品放射能測定等） 3,068

健康増進事業費（各種がん検診等） 2,054

公立藤田総合病院負担金 6,855

国民健康保険特別会計繰出金（国保税軽減分） 3,990

国民健康保険特別会計繰出金（職員人件費・事務費等） 5,177

後期高齢者医療特別会計繰出金 4,776

後期高齢者医療広域連合療養給付費等負担金 14,423

社会福祉協議会・シルバー人材センター補助金 1,473

障がい者福祉事業費（福祉タクシーや医療費助成、自立
支援サービスや生活用具の給付等） 19,994

老人福祉事業費（敬老祝金・老人ホーム整備事業負担金等） 3,481

養護老人ホーム入所措置費 1,379

大かや園管理運営費 1,924

介護保険特別会計繰出金 18,295

Ⅲ．自然豊かで住みやすい美しい町
原発事故対策費（仮置場設置工事、除染作業等） 193,604

災害対策費（災害廃棄物処理、被災家屋解体撤去） 20,660

伊達地方衛生処理組合負担金、ごみ収集運搬業務委託費 11,593

公共下水道事業特別会計繰出金 10,763

住宅用太陽光発電システム設置支援事業費 281

森林保全事業、半田山自然公園整備・管理費 2,307

公園施設管理費 405

まちづくり交付金事業費
（駅北側・旧伊達郡役所周辺整備事業関連等） 4,684

合併処理浄化槽設置事業費 1,164

上水道拡張事業負担金、建設工事出資金、簡易水道組合
への補助 7,355

Ⅳ．復旧と復興快適に生活できる町
福島地方土地開発公社損失補てん金
（堰向地区工業団地売却に伴うもの） 3,502

道路新設改良費（目古町線・道場中央線等） 4,054

道路維持管理費 4,683

広域交通対策費（生活路線バス不採算路線補助等） 47

造成宅地滑動崩落緊急対策事業費（新和町） 20,265

災害復旧費（町営住宅） 255

住宅計画費（住生活基本計画策定） 429

Ⅴ．未来を拓く子育て支援と学びの町
母子保健事業費（妊婦健診等） 798

予防接種事業費
（三種混合・インフルエンザ・子宮頸がん等） 2,725

子ども医療助成費（高校生までの医療費助成） 5,148

児童館・放課後児童健全育成費 2,456

児童手当・子ども手当給付費 18,339

ひとり親家庭医療費助成事業費 213

保育所管理運営費（地域子育て支援センター事業含む） 9,783

幼稚園管理運営費（幼稚園預かり保育含む） 16,187

小・中学校管理運営費 6,969

英語指導助手受入事業費 505

就学事務費（特別支援教育支援員の配置等） 2,490

学校給食センター運営費 12,558

災害復旧費（教育施設） 5,042

生涯学習振興費（各種生涯学習講座・教室の開催等） 804

公民館管理費 2,302

体育施設費 642

文化財保護費（史跡桑折西山城跡整備事業等） 978

文化記念館管理運営費 716

Ⅵ．大災害に負けない活力ある町
災害復旧費（樹園地・水田の放射性物質低減化対策事業） 17,883

農業振興対策事業費（青果物価格補償事業負担金等） 834

水田農業構造改革対策奨励事業費
（転作・農地団地化に対する助成） 215

環境にやさしい桃づくり推進事業費
（性フェロモンによる減農薬栽培助成） 250

中山間地域直接支払事業費 202

東日本大震災農業生産対策事業費 180

営農再開支援事業費 8,667

農業基盤整備事業費
（農業用排水路整備・土地改良区補助等） 1,590

有害鳥獣被害防止事業費 488

林道治山事業費（林道整備等） 212

災害復旧費（林道、農業用水路等） 4,253

商工振興対策費
（カフェ図書管理運営、商工会補助金、中小企業貸付金等） 4,204

観光振興対策費
（ホタル観賞者対策、地域振興事業補助金等） 651

ふるさとづくり事業費（町民研修センター管理運営等） 1,139

Ⅶ．絆を支える住民が主役の町
文書広報費（広報紙の発行や行政連絡員報酬等） 4,203

住民自治協議会支援事業費、町内会集会所関係補助金等 1,280

統計調査費（経済センサス等） 58

一般管理費（職員の給与や一般事務費等） 33,020

選挙費（衆議院議員選挙、選挙啓発等） 1,168

議会管理運営費等 8,787

財産管理費（庁舎や公用車、町有地の維持管理） 1,373

基金管理費（各種基金への積立金） 63,252

地方債借入金元金償還金・利子支払費 44,797
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